
資料４  

 

こども誰でも通園制度の導入の検討について  
 

こども部保育運営課  

 

１  国の状況  

 (1) 法令関係  

   令和８年度からの制度創設を定めた「子ども・子育て支援法

等の一部を改正する法律（令和６年法律第 ４７号）」が成立し，

順次施行されます。  

  ◇児童福祉法において「乳児等通園支援事業」を規定  

  ◇子ども・子育て支援法において「乳児等のための支援給付」

を規定  

 (2) 検討状況  

  「 こ ど も 誰 で も 通 園 制 度 の 制 度 化 、 本 格 実 施 に 向 け た 検 討

会 」 （ こ ど も 家 庭 庁 ） に お い て ， 本 格 実 施 に 向 け た ス ケ ジ ュ

ールのイメージが示されました。  

 

 

 

 

※ 令 和 ６ 年 ６ 月 ２ ６ 日 「 こ ど も 誰 で も 通 園 制 度 の 制 度 化 、 本 格 実 施 に 向

け た 検 討 会 （ 第 1 回 ） 」 資 料 １ か ら 抜 粋  



２  本市の検討状況  

 (1) 前回会議までの議事概略  

◇ 「 こ ど も 誰 で も 通 園 制 度 」 は ， 令 和 ８ 年 度 か ら 全 国 で 本 格

実施される新制度 。生後６か月～満３歳未満の未就園児が保

護者の就労等に関係なく保育所等を月一定時間まで利用 可能。  

◇ 市 内 の 私 立 園 （ 認 可 保 育 園 ， 認 定 こ ど も 園 ， 幼 稚 園 ） １ １

３園に意向調査したところ，必要定員数（２３５人）の約７

割の実施意向（条件付き含む）があることを確認。  

◇ 本 市 が 主 導 し て 事 業 を 実 施 す る 必 要 が あ る こ と ， 私 立 園 の

みでは必要定員数の確保が困難であること から，公立保育園

においても事業を実施することを検討中。  

 (2) 現在の検討状況  

  ◇ 令 和 ７ 年 度 中 に ， こ ど も 誰 で も 通 園 制 度 に 係 る 事 業 （ 乳 児

等通園支援事業）を開始。  

  ◇以下施設で市直営事業として実施することを検討中。  

①松葉保育園  

②酒井根保育園  

③ 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 複 合 施 設 TeToTe（ 柏 駅 前 送 迎 保 育 ス

テーション内）  

※①②については，公立保育園の０歳児及び１歳児の定員数

を調整することで事業の実施場所及び 人員の確保を行いま

す。  

  ◇私立園については，国が「制度に係る設備及び運営に関する

基準（内閣府令）」を制定した後に， 改めて意向調査を行う

予定です。  


